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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

中間連結会計期間
第６期

中間連結会計期間
第５期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 187,436 191,417 375,956

経常利益 （百万円） 10,459 8,550 21,443

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 7,209 5,974 15,012

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 7,991 5,421 16,697

純資産額 （百万円） 143,662 150,732 152,368

総資産額 （百万円） 1,871,153 2,101,277 2,096,499

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 720,943.26 597,457.56 1,501,222.46

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 7.6 7.1 7.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 12,018 △39,048 △176,578

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △406 △1,091 2,417

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △14,824 33,817 174,915

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 28,121 25,710 32,129

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　(1）経営成績等の状況の概要

　当社及び当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の

概要は次のとおりであります。

 

 

①　財政状態及び経営成績の状況

　当社グループは、新たな事業領域の開拓と安定した事業運営を推進し、グループの戦略的金融会社として、社

会的責任を担う信頼され続ける企業を目指しております。

　当社グループを取り巻く環境としては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな

景気回復が続くことが期待されていますが、欧米における高い金利水準の継続や中国経済の先行き懸念等、海外

景気の下振れが国内の景気を下押しするリスクや物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影

響を注視する必要があるとみています。

　このような状況のもと、当社グループはＮＴＴグループ、東京センチュリーの合弁会社として、「ＮＴＴグ

ループのビジネス拡大への貢献とＮＴＴグループ及び東京センチュリーグループ（以下、両グループという）と

の連携による市場拡大」、「両グループと連携した金融サービスの提供及び航空機・船舶ファイナンスの拡

大」、「パーパスの浸透・セキュリティマネジメントの徹底・サステナビリティの推進」の各種施策に取り組ん

でまいりました。

　当中間連結会計期間における当社グループの経営成績につきましては、売上高は前年同期比39億81百万円の増

加となる1,914億17百万円、営業利益は前年同期比８億81百万円の増加となる98億44百万円、経常利益は前年同

期比19億９百万円の減少となる85億50百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比12億34百万円の減

少となる59億74百万円となりました。また、当中間連結会計期間末における営業資産残高につきましては、前連

結会計年度末比33億33百万円の増加となる１兆9,653億39百万円となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

〇　リース事業

　リース事業の当中間連結会計期間における売上高は、リース割賦収入の増加等により、前年同期比124億４

百万円の増加となる1,807億５百万円となりました。セグメント利益は前年同期比60百万円の減少となる92億

22百万円となりました。

　なお、当中間連結会計期間における契約実行高は、リース割賦案件の増加等により、前年同期比272億48百

万円の増加となる2,582億95百万円となりました。なお、当中間連結会計期間末における営業資産残高は、前

連結会計年度末比300億８百万円の減少となる１兆5,990億47百万円となりました。

 

〇　グローバル事業

　グローバル事業の当中間連結会計期間における売上高は、前年同期に大口の航空機売却収入を計上した影響

等により、前年同期比84億22百万円の減少となる107億12百万円となりました。セグメント利益は前年同期比

12億94百万円の増加となる41億８百万円となりました。

　なお、当中間連結会計期間における契約実行高は、船舶ファイナンス案件の増加等により、前年同期比308

億42百万円の増加となる846億98百万円となりました。なお、当中間連結会計期間末における営業資産残高

は、前連結会計年度末比333億41百万円の増加となる3,662億91百万円となりました。

 

　当社グループにおける当中間連結会計期間末の財政状態につきましては、次のとおりであります。

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末比47億77百万円の増加となる２兆1,012億77百万円と

なりました。

　当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末比64億13百万円の増加となる１兆9,505億45百万円と

なりました。

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比16億35百万円の減少となる1,507億32百万円とな

りました。
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②　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期比24億11百万円の減少となる257億10百万円

となりました。

　なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

〇　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、リース債権及びリース投資資産が増加したこと等から、390億48百

万円の支出（前年同期は120億18百万円の収入）となりました。

 

〇　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、10億91百万円の支出（前年同期は４億６百万円の支出）となりまし

た。

 

〇　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金が増加したこと等から、338億17百万円の収入（前年同

期は148億24百万円の支出）となりました。

 

 

EDINET提出書類

ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社(E36346)

半期報告書

 4/26



③　営業取引の状況

（契約実行高）

　当中間連結会計期間における契約実行高をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

契約実行高（百万円） 前年増減率（％）

リース事業 258,295 111.7

グローバル事業 84,698 157.2

合計 342,993 120.3

　（注）　リース取引については賃貸用資産の取得金額、また、割賦販売取引については割賦債権から割賦未実現利益を

控除した金額を表示しています。

 

（営業資産残高）

　当中間連結会計期間における営業資産残高をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称

前連結会計年度 当中間連結会計期間

期末残高
（百万円）

構成比（％）
期末残高
（百万円）

構成比（％）

リース事業 1,629,055 83.03 1,599,047 81.36

グローバル事業 332,950 16.97 366,291 18.64

合計 1,962,006 100.00 1,965,339 100.00

　（注）　割賦販売取引については、割賦債権から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。

 

（営業実績）

　当中間連結会計期間における営業実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

前中間連結会計期間

セグメントの名称
売上高
（百万円）

売上原価
（百万円）

差引利益
（百万円）

資金原価
（百万円）

売上総利益
（百万円）

リース事業 168,301 152,543 15,757
－ －

グローバル事業 19,135 11,517 7,617

合計 187,436 164,061 23,374 5,359 18,014

 

当中間連結会計期間

セグメントの名称
売上高
（百万円）

売上原価
（百万円）

差引利益
（百万円）

資金原価
（百万円）

売上総利益
（百万円）

リース事業 180,705 162,969 17,736
－ －

グローバル事業 10,712 128 10,583

合計 191,417 163,098 28,319 8,417 19,901
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

（財政状態）

〇　資産の部

　当中間連結会計期間末の流動資産合計は、その他の営業貸付債権が減少したこと等に伴い、前連結会計年

度末比261億円の減少となる１兆8,605億92百万円となりました。

　当中間連結会計期間末の固定資産合計は、投資有価証券が増加したこと等に伴い、前連結会計年度末比

308億76百万円の増加となる2,403億75百万円となりました。

 

〇　負債の部

　当中間連結会計期間末の流動負債合計は、短期借入金が減少したこと等に伴い、前連結会計年度末比

1,020億25百万円の減少となる１兆3,000億31百万円となりました。

　当中間連結会計期間末の固定負債合計は、長期借入金が増加したこと等に伴い、前連結会計年度末比

1,084億38百万円の増加となる6,505億13百万円となりました。

 

〇　純資産の部

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比16億35百万円の減少となる1,507億32百万円

となりました。

 

（経営成績）

〇　売上高

　売上高は、前年同期比39億81百万円の増加となる1,914億17百万円となりました。

 

〇　営業利益・経常利益

　営業利益は、前年同期比８億81百万円の増加となる98億44百万円、経常利益は、前年同期比19億９百万円

の減少となる85億50百万円となりました。

 

〇　親会社株主に帰属する中間純利益

　親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期比12億34百万円の減少となる59億74百万円となりました。

 

　セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容につきましては「第２ 事業

の状況 ２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概

要 ① 財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（キャッシュ・フローの状況）

　キャッシュ・フローの状況の分析につきましては「第２ 事業の状況 ２ 経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」に記載のと

おりであります。

 

（資本の財源及び資金の流動性）

　当社グループの資金需要の主なものは、顧客へリース・割賦販売を行う物件の購入資金や貸付資金でありま

す。

　資金の調達源については、社債及びコマーシャル・ペーパーの発行、金融機関からの借入、営業活動による

リース料等の収入等により調達しております。

　また、金融機関との当座貸越契約の締結や複数の格付会社からの高い信用格付を背景に、多様かつ低利で安定

した資金調達が可能となっております。

　資金の流動性については、金融情勢等の変動に対して柔軟に対応するため、特定の資金調達先及び調達方法に

依存することがないよう留意しております。間接金融の取引先については、60社（2024年９月30日現在）の金融

機関と取引があり、直接金融については、社債及びコマーシャル・ペーパーの安定的な発行等、多様かつ安定的

な資金調達に努めております。

 

EDINET提出書類

ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社(E36346)

半期報告書

 6/26



③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4）特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく営業貸付金及びその他の営業貸付債権の状況

　「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（1999年５月19日　大蔵省令第57号）に基づく、提出会社における

営業貸付金の状況は次のとおりであります。

 

①　貸付金の種別残高内訳

2024年９月30日現在
 

件数・残高
貸付種別

件数
（件）

 
残高

（百万円）

 
平均約定金利
（％）構成割合（％） 構成割合（％）

消費者向 － － － － －

無担保

（住宅向を除く）
－ － － － －

有担保

（住宅向を除く）
－ － － － －

住宅向 － － － － －

計 － － － － －

事業者向 393 100.00 549,327 100.00 3.09

合計 393 100.00 549,327 100.00 3.09

 

②　資金調達内訳

2024年９月30日現在
 

借入先等 残高（百万円） 平均調達金利（％）

金融機関等からの借入 768,179 1.69

その他 1,087,868 0.38

 社債・コマーシャルペーパー 1,087,868 0.38

合計 1,856,047 0.92

自己資本 152,895 －

 資本金・出資額 10,000 －

　（注）　当中間連結会計期間における貸付債権の譲渡はありません。
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③　業種別貸付金残高内訳

2024年９月30日現在
 

先数・残高
業種別

先数
（件）

 
残高

（百万円）

 

構成割合（％） 構成割合（％）

農業・林業・漁業 － － － －

建設業 1 0.71 130 0.02

製造業 5 3.59 7,251 1.32

電気・ガス・熱供給・水道業 13 9.36 12,179 2.21

情報通信業 2 1.43 5,022 0.91

運輸業、郵便業 8 5.76 54,133 9.86

卸売業、小売業 7 5.04 18,586 3.39

金融業、保険業 61 43.89 318,905 58.06

不動産業、物品賃貸業 11 7.91 72,762 13.25

宿泊業、飲食サービス業 － － － －

教育、学習支援業 2 1.43 4 0.00

医療、福祉 7 5.04 387 0.07

複合サービス事業 － － － －

サービス業（他に分類されないもの） 6 4.32 9,298 1.69

個人 － － － －

特定非営利活動法人 － － － －

その他 16 11.52 50,666 9.22

合計 139 100.00 549,327 100.00

 

④　担保別貸付金残高内訳

2024年９月30日現在
 

受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％）

有価証券 － －

 うち株式 － －

債権 217,702 39.63

 うち預金 － －

商品 － －

不動産 － －

財団 395 0.07

その他 21,515 3.91

計 239,614 43.61

保証 15,307 2.78

無担保 294,406 53.61

合計 549,327 100.00
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⑤　期間別貸付金残高内訳

2024年９月30日現在
 

件数・残高
期間別

件数
（件）

 
残高

（百万円）

 

構成割合（％） 構成割合（％）

１年以下 63 16.03 43,491 7.91

１年超５年以下 118 30.03 180,814 32.92

５年超10年以下 110 27.99 186,319 33.92

10年超15年以下 46 11.70 85,890 15.64

15年超20年以下 51 12.98 51,346 9.35

20年超25年以下 5 1.27 1,465 0.26

25年超 － － － －

合計 393 100.00 549,327 100.00

一件当たり平均期間 7.33

　（注）　期間は、約定期間によっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000 10,000 非上場

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。

計 10,000 10,000 － －

　（注）　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 10,000 － 10,000 － －

 

（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

東京センチュリー株式会社 東京都千代田区神田練塀町３番地 5,000 50.00

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 4,000 40.00

ＮＴＴファイナンス株式会社 東京都港区港南一丁目２番70号 1,000 10.00

計 － 10,000 100.00
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　10,000 10,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 10,000 － －

総株主の議決権 － 10,000 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（1999年５月19日総理

府・大蔵省令第32号）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当しますが、同項ただし書

後段の規定に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 32,129 25,710

割賦債権 150,031 145,430

リース債権及びリース投資資産 1,028,332 1,065,660

営業貸付金 ※２ 389,757 ※２ 412,981

その他の営業貸付債権 ※２ 203,766 ※２ 125,318

賃貸料等未収入金 28,056 27,476

有価証券 2,715 499

その他 ※２ 55,493 ※２ 61,509

貸倒引当金 △3,590 △3,993

流動資産合計 1,886,693 1,860,592

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産（純額） 71,275 70,641

社用資産（純額） 410 1,014

有形固定資産合計 71,685 71,655

無形固定資産   

社用資産 391 443

無形固定資産合計 391 443

投資その他の資産   

投資有価証券 117,293 146,244

繰延税金資産 4,972 7,303

その他 ※２ 18,110 ※２ 17,860

貸倒引当金 △2,953 △3,132

投資その他の資産合計 137,421 168,275

固定資産合計 209,498 240,375

繰延資産   

社債発行費 307 309

繰延資産合計 307 309

資産合計 2,096,499 2,101,277
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 42,787 32,057

短期借入金 337,652 246,749

１年内返済予定の長期借入金 79,678 61,380

１年内償還予定の社債 35,300 13,300

コマーシャル・ペーパー 851,838 911,168

リース債務 342 265

未払法人税等 4,632 5,397

割賦未実現利益 3,151 3,165

資産除去債務 20 20

その他 46,652 26,527

流動負債合計 1,402,056 1,300,031

固定負債   

社債 148,400 163,400

長期借入金 371,864 460,050

リース債務 66 72

退職給付に係る負債 149 4,863

資産除去債務 278 298

その他 21,316 21,829

固定負債合計 542,074 650,513

負債合計 1,944,131 1,950,545

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 105,624 105,624

利益剰余金 35,355 34,278

株主資本合計 150,980 149,903

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,398 △1,444

為替換算調整勘定 2,340 1,805

退職給付に係る調整累計額 137 130

その他の包括利益累計額合計 1,079 490

非支配株主持分 308 337

純資産合計 152,368 150,732

負債純資産合計 2,096,499 2,101,277
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

売上高 187,436 191,417

売上原価 169,421 171,515

売上総利益 18,014 19,901

販売費及び一般管理費 ※１ 9,051 ※１ 10,056

営業利益 8,963 9,844

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 48 7

損害賠償金 3 8

償却債権取立益 9 8

為替差益 1,544 -

その他 5 0

営業外収益合計 1,613 25

営業外費用   

支払利息 69 201

コマーシャル・ペーパー利息 3 28

為替差損 - 1,053

その他 43 36

営業外費用合計 116 1,319

経常利益 10,459 8,550

税金等調整前中間純利益 10,459 8,550

法人税、住民税及び事業税 4,035 4,841

法人税等調整額 △788 △2,301

法人税等合計 3,247 2,540

中間純利益 7,212 6,010

非支配株主に帰属する中間純利益 2 35

親会社株主に帰属する中間純利益 7,209 5,974
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【中間連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

中間純利益 7,212 6,010

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △131 △46

為替換算調整勘定 795 △497

退職給付に係る調整額 △4 △6

持分法適用会社に対する持分相当額 120 △37

その他の包括利益合計 778 △588

中間包括利益 7,991 5,421

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 7,988 5,386

非支配株主に係る中間包括利益 2 35
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 10,459 8,550

賃貸資産及び社用資産減価償却費 1,237 840

賃貸資産及び社用資産除却損 34 37

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3 4,703

貸倒引当金の増減額（△は減少） 374 582

受取利息及び受取配当金 △49 △7

資金原価及び支払利息 5,397 8,609

為替差損益（△は益） 14,524 △10,634

持分法による投資損益（△は益） 2 0

割賦債権の増減額（△は増加） △4,042 4,601

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増加） △10,147 △37,629

営業貸付金の増減額（△は増加） △24,228 △27,971

その他の営業貸付債権の増減額（△は増加） 65,618 78,180

賃貸料等未収入金の増減額（△は増加） △356 801

営業有価証券の増減額（△は増加） △19,062 △26,793

賃貸資産の取得による支出 △208 △134

賃貸資産の売却による収入 11,191 187

前渡金の増減額（△は増加） △2,266 1,376

支払手形及び買掛金の増減額（△は減少） △3,913 △10,730

未払金の増減額（△は減少） △15,904 △18,491

その他 △7,280 △3,859

小計 21,375 △27,780

利息及び配当金の受取額 49 7

利息の支払額 △5,032 △7,232

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,374 △4,043

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,018 △39,048

投資活動によるキャッシュ・フロー   

関係会社株式の取得による支出 △18 △9

社用資産の取得による支出 △313 △733

その他 △74 △348

投資活動によるキャッシュ・フロー △406 △1,091

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △62,753 △82,614

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 25,221 58,244

長期借入れによる収入 58,000 101,323

長期借入金の返済による支出 △58,084 △29,028

社債の発行による収入 28,725 14,960

社債の償還による支出 - △22,000

配当金の支払額 △5,924 △7,051

その他 △8 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,824 33,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 231 △97

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,981 △6,419

現金及び現金同等物の期首残高 31,209 32,129

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △106 -

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 28,121 ※１ 25,710
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（中間連結貸借対照表関係）

１．保証債務

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

営業上の債務保証等 70,317百万円 57,244百万円

 

※２．特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令に基づく債権（社債、貸付金、外国為替、未収利息、仮

払金、支払い承諾見返及び有価証券の貸付を行っている場合のその有価証券）に係る不良債権の状況

　「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（1999年５月19日　総理府・大蔵省令第32号）第

９条の分類に基づく、不良債権の状況は以下のとおりであります。

 

（１）破産更生債権及びこれらに準ずる債権

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 －百万円 －百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経

営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

 

（２）危険債権

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

危険債権 3,155百万円 2,699百万円

　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の

元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない

ものであります。

（３）三月以上延滞債権

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

三月以上延滞債権 3,749百万円 3,222百万円

　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している貸付金のうち、破産更生

債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものであります。

 

（４）貸出条件緩和債権

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

貸出条件緩和債権 －百万円 －百万円

　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものであります。

 

（５）正常債権

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

正常債権 591,319百万円 536,551百万円

　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当しないものであります。
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（中間連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

従業員給料及び賞与 3,203百万円 3,239百万円

退職給付費用 221 230

貸倒引当金繰入額及び貸倒損失 701 1,043

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 28,121百万円 25,710百万円

現金及び現金同等物 28,121 25,710

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 

配当の原資

2023年６月19日

定時株主総会
普通株式 5,924 592,475 2023年３月31日 2023年６月20日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はございません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 

配当の原資

2024年６月17日

定時株主総会
普通株式 7,051 705,163 2024年３月31日 2024年６月18日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はございません。
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（セグメント情報等）

　セグメント情報

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 リース グローバル

売上高    

外部顧客への売上高（注） 168,301 19,135 187,436

計 168,301 19,135 187,436

セグメント利益 9,282 2,814 12,096

　（注）　当中間連結会計期間の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益は、報告セグメント毎にリース事業148

百万円、グローバル事業438百万円であります。

 

　　　　　　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 リース グローバル

売上高    

外部顧客への売上高（注） 180,705 10,712 191,417

計 180,705 10,712 191,417

セグメント利益 9,222 4,108 13,330

　（注）　当中間連結会計期間の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益は、報告セグメント毎にリース事業168

　　　　　百万円、グローバル事業842百万円であります。

 

　　　　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

　　　　　　主な内容（差異調整に関する事項）

 

（単位：百万円）
 

利益 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 　　　　　　　　　　　　　12,096 13,330

全社費用（注） 　　　　　　　　　　　　 △3,133 △3,485

中間連結損益計算書の営業利益 　　　　　　　　　　　　　 8,963 9,844

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

　　　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 

　　　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　（のれんの金額の重要な変動）

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　（重要な負ののれん発生益）

　　　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（有価証券関係）

　有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の中間連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであ

ります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 720,943.26円 597,457.56円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 7,209 5,974

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（百万円）
7,209 5,974

普通株式の期中平均株式数（千株） 10 10

　（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月１日
 

ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 貞廣　篤典

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 戸塚　俊一郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＴＴ・ＴＣ

リース株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項について

報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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